
款 項 目

2 1 12

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 390,397 10,156 0 0 380,241 97%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

97%

 - - - - - - - 

情報システム運用管理 390,397 10,156 0 0 380,241

事業内容

●全体計画
　デジタル技術の活用を効果的かつ迅速に進めるための外部人材の活用
　情報システムの安定稼働を目的とした適切な運用、保守及び機器更新事業の実施
　情報システムを稼働させる基盤となるネットワークの安定稼働やセキュリティ対策の実施

●主な事業内容
　・ＤＸ推進のための外部人材の活用
　　ＤＸ推進の支援委託業務　　　　　　　10,000千円
　・基幹系システム（住民記録・税・保険・福祉、戸籍等）の運用管理
　・内部情報系システム（財務会計、ＧＩＳ等）及び職員パソコンの運用管理
　・ＬＧＷＡＮ及び庁内ネットワークの運用管理
　　通信運搬費　　　　　　　　　　　　　 9,689千円
　　機器及びシステムの管理委託料　　　 172,424千円
　　システム機器借上料　　　　　　　　 142,301千円
　・ＡＩ－ＯＣＲ、チャットボット、電子申請システムの運用管理
　　システム使用料、ガバメントクラウド使用料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　31,879千円
　・県下自治体で共同運用するセキュリティクラウド、電子調達システム等の運用
　　地方公共団体情報システム機構及びあいち電子自治体推進協議会負担金　　11,323千円
　　地方公共団体情報システム機構交付金　 7,230千円

事業の目標

・内部事務の効率化や市民サービス向上のためのＤＸ推進
・安定したネットワーク及びシステムの稼働
・コスト、機能、セキュリティ等を考慮した最適なシステム及び機器の調達
・利便性の高い住民向けサービスの提供

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

情報システム管理費 92

施策事業名 情報システム運用管理

事業目的

専門的なデジタル技術の知識を持つ外部人材を活用し、行政サービスの効率化と住民サービスの向上
を目的としたデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進を図る。
住民記録、税、福祉などの基幹系業務システムや内部事務の効率化・正確性を確保する情報系システ
ムのソフト及び機器保守を行うとともに情報漏洩や個人情報保護のためセキュリティ対策を継続して
実施し、安全で安定した住民サービスを提供する。

令和７年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 情報政策課
予算書(P)目名



款 項 目

2 1 12

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）
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合計 709,920 463,339 0 0 246,581 35%
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情報システム開発 709,920 463,339 0 0 246,581

事業内容

●全体計画
　・国が整備・管理するデータセンター（ガバメントクラウド）への標準準拠型システムの構築
　・標準化対象２０業務のシステムを国が示す標準仕様書に準拠した基幹系システムへ令和７年度末
　　までに移行
　

　

　

　・国が整備する特定個人情報を取り扱う専用のネットワークシステム（情報提供ネットワーク
　　システム）のシステム更新に伴い、適切に新システムへ切替が行われたか確認するための
　　他市町村との連携テストの実施

●主な事業内容
　・標準化対象業務（住民基本台帳、戸籍等の２０業務）の標準準拠システムへの移行
　　基幹系システム標準化対応業務　　　　　　 707,610千円
　・情報提供ネットワークシステムの更新に伴うテスト支援
　　情報提供ネットワーク機器機関間テスト対応　 2,310千円

事業の目標
・国の進める標準準拠システムへの適切なシステム移行の実施
・安全で安定したシステムの稼働

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

情報システム管理費 94

施策事業名 情報システム開発

事業目的
国の定める標準仕様に準拠したシステムへの移行にあたり、新システムの構築や既存システムからの
データ移行、各業務システム間の連携テスト等を行う。
情報提供ネットワークシステムのシステム更新に伴い他市町村との連携テストを行う。

令和７年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 情報政策課
予算書(P)目名

1.児童手当 11.戸籍 1.宛名・納付 8.国税連携

2.子ども・子育て支援 12.就学 2.収納 9.要介護認定

3.住民基本台帳 13.健康管理 3.福祉医療 10.下水道受益者負担金

4.戸籍の附票 14.児童扶養手当 4.団体内統合宛名 11.畜犬管理

5.印鑑登録 15.生活保護 5.期日前選挙 12.コンビニ交付

6.選挙人名簿管理 16.障害者福祉 6.滞納管理 13.電子ファイリング

7.固定資産税 17.介護保険 7.確定申告

8.個人住民税 18.国民健康保険

9.法人住民税 19.後期高齢者医療

10.軽自動車税 20.国民年金

標準化対象20業務 標準化対象外だがデータ連携で関連する主なシステム


